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事業事前計画表（基本設計時） 
 

１．案件名 

パキスタン・イスラム共和国 ライヌラー川洪水制御予警報システム緊急整備計画 

２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

z ライヌラー川はイスラマバード市北端にあるマルガラ山脈に水源を発し、最下流でソアン川
に合流する。流域面積は 234.8 km2であり、そのうち上流域の 144.3 km2はイスラマバード市、

残り 90.5 km2 はラワル･ピンディー市に区分される。当流域ではモンスーン季になると頻繁

に洪水氾濫が発生し、特に下流のラワルピンディ市に深刻な洪水被害をおよぼしている。 

z 2001 年 7 月に発生した洪水では、死者 74 名、崩壊家屋 3,000 戸という近年最大の洪水被害
を引き起こした。この洪水問題に対処するため、2003 年 9 月に「ライヌラー川流域総合治水

計画（マスタープラン）」が国際協力機構（JICA）の技術協力により策定された。本マスタ

ープランのなかで、緊急性の高い「ライヌラー川洪水制御予警報システム緊急整備事業」が

提案された。 

z 本プロジェクトは、洪水予警報システムの整備および活用により、洪水による首都圏市
民の死亡･負傷者の低減に寄与することを目的としている。そのうち、無償資金協力にお

いては、観測及び警報機材の整備と警報局者の建設を通じた洪水予警報システムの基盤

整備を目的としている。さらに、本システムの整備後、技術協力等を通じて洪水予警報

システムを活用した「予警報発令基準の改善」、「洪水避難計画や危機管理計画の策定」、

「洪水被害軽減のための啓蒙活動」などを進めることが期待されている。 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 

《プロジェクト終了時に期待される直接的な便益》 

① 首都圏の洪水予報の精度が向上される。 

② 洪水予警報の伝達発令網が強化される。 

③ 洪水予警報システムが効果的に活用される。 

④ 洪水避難体制が強化される。 

《裨益対象の範囲および規模》 

パキスタン国ライヌラー川流域の洪水氾濫危険区域 7.6km2の住民約 15 万人 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

① 将来の河川水∗位変動を予測可能なリアルタイムの雨量・水位データが提供可能となる。

さらに、それらの自動記録が可能となる。その結果、氾濫前に洪水予測が可能となり、洪

水避難活動を行う余裕時間を確保できる。 

② 避難警報を遠隔操作により即時に一斉発令が可能となり、警報吹鳴範囲は、氾濫域の 6割

程度をカバー可能となる。 

                                                 
∗ 無償部関連部分は下線を付している。 
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③ 技術支援により効率的な運営・維持管理体制が整備される。（ソフトコンポーネント） 

④ 洪水予警報発令基準の改善、洪水避難計画や危機管理計画の策定、住民への啓蒙活動

の実施などにより、洪水予警報を活用した洪水被害の軽減が可能となる。（技術協力

との連携を想定） 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

① プロジェクトを実施する組織として Project Management Unit(PMU)を設置する。 

② 洪水予警報システムの資機材を整備する。 

③ PMU の関連技術者に運営・維持管理に係る技術指導を行う。 

④ 洪水予測精度を向上させ洪水予警報発令基準の改善を行う。 

⑤ 洪水避難計画や危機管理計画を策定する。 

⑥ 洪水被害軽減のために、住民への啓蒙活動を実施する。 

(4) 投入（インプット） 

① 日 本 側：  無償資金協力 6.65 億円 

② 相手国側： 

（ア）インフラ整備にかかる経費： 0.20 億ルピー （0.39 億円） 

・施設敷地の整備 

・機材の保安関連施設の建設 

・機材で使用する商用電気の引込など 

（イ）施設･機材の運営･維持管理にかかる経費 

・協力実施後 3年目まで 1.7 百万ルピー／年 （3.3 百万円／年） 

協力実施後 4年目以降  4.5 百万ルピー／年 （8.8 百万円／年） 

①  

（ウ）洪水予警報システムの運営・維持管理 に必要な人員措置（人員:40 人･月/年） 

(5) 実施体制 

主管官庁： 連邦洪水委員会（Federal Flood Commission） 

実施機関： 連邦洪水委員会、パキスタン気象局、ラワルピンディ市 

４．無償資金協力案件の内容 

（1） サイト 

パキスタン国ライヌラー川流域 234.8 km2   

（首都圏イスラマバード市およびラワルピンディ市） 

（2） 概要 

《調達機材》 

① パキスタン気象局 
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－中央洪水予警報管理局の整備（洪水予警報情報処理システム、データ通信関連機材な

ど）１箇所 

－既存の雨量計の改良（転倒ます型雨量計、データ通信関連機材など）4箇所 

－雨量計の新設（転倒ます型雨量計、データ通信関連機材、機器格納小屋など）2箇所 

－水位計の新設（フロート式水位観測所・装置、データ通信関連機材など）2箇所 

－緊急保守車輌１台 

 

② ラワルピンディ市役所 

－防災管理室の整備（警報管理・発令システム、データ通信関連機材など）１箇所 

－警報機の整備 10 箇所 

－緊急保守車輌１台 

③ 連邦洪水委員会および上下水道公社 

－監視局の整備（データ通信関連機材、PC など）2箇所 

《ソフトコンポーネント》 

① マネージメント型技術支援（2.5 ヶ月） 

② エンジニアリング型技術支援（2.5 ヶ月） 

 

（3） 相手国負担事項 

z 施設敷地の整備 

z 機材の保安関連施設の建設 

z 機材で使用する商用電気の引込など 

z 洪水予警報システムの運営・維持管理 

 

（4） 総事業費 

概算総事業費 7.04 億円 （日本側 6.65 億円、パキスタン側 0.39 億円） 

（5） 工期 

詳細設計・入札期間を含め約 21 ヶ月の工期を予定 

（6） 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

本案件は、洪水被害軽減を目的としており、住民の生活環境の向上に寄与する。一方で洪水

氾濫被害は貧困層を増加させる要因となり、老人や子供といった弱者に被害を及ぼす危険性

が高い。したがって、洪水避難計画や住民への啓蒙活動などを充実させ、洪水予警報システ

ムをより効率的に活用する必要がある。 

５． 外部要因リスク 

① 想定以上の地震・洪水災害により施設・機材の機能が失われない。 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 
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７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1)  プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

事業効果の発現は、事業が運営開始されてから３年後の 2010 年を目標年とし、その成果指標

を以下に示す。 

事業実施前 事業実施後 

・雨量観測については、流域東側の平均雨

量のみ（50％程度）が観測可能である。 

・流域平均雨量を 100％観測可能となる。 

・警報発令指示を無線電話で行うため、時

間を要する。 

・警報発令を遠隔操作により即時に発令が可能

となる。 

 

(2) その他の成果指標 

特になし。 

(3)  評価のタイミング 

2010 年以降 
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土質調査結果 
 

 

図 1 カタリアン橋水位観測局地質調査結果（1/2） 
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図 2 カタリアン橋水位観測局地質調査結果（2/2） 
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図 3 ガワルマンディ橋水位観測局地質調査結果（1/2） 
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図 4 ガワルマンディ橋水位観測局地質調査結果（2/2） 
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ベースライン調査の概要 
 
１．調査方法 

プロジェクトの裨益効果や成果指標を明確にするためにベースライン調査を実施した。ベース

ライン調査では、洪水予警報や避難活動に係わる現状の問題点や満足度、要望などを政府関係職

員および地域住民を対象にインタビュー調査により実施した。また、洪水氾濫地域の社会経済調

査も併せて実施した。インタビュー調査では、連邦洪水委員会（FFC）およびパキスタン気象局（PMD）、

ラワルピンディ市役所（TMA）の洪水予警報に係わる 12 名の職員を対象に調査を実施した。地域

住民に対しては、洪水被害の影響を受ける可能性のある地域から 60 名を対象にインタビュー調査

を実施した。 

住民へのインタビュー調査に先立ち、ラワルピンディ市役所は、市内の湛水常襲地域の代表者

を集め、ライヌラー川洪水予警報事業の目的および概要を説明し住民の協力を求めた。 

 

２．調査結果の概要 

（１）政府関係職員 

12 名のうち 10 名が現況の洪水予警報システムに対し不満足としている。具体的には、タイム

リーな洪水予警報の発令と雨量・水位観測網の強化、気象局のデータ処理能力の向上、洪水予警

報システムの操作マニュアルやガイドラインの提供、システムの操作・維持管理に関する訓練の

必要性であった。 

洪水警報発令時にパニックとならないよう配慮する必要があるとの意見があった。そこで、洪

水警報に対する住民への広報活動が必要であり、机上訓練を含む避難訓練が必要と判断される。

避難警報を伝達する場合、モスクコミュニティの活用が効果的との意見があった。 

 

（２）地域住民 

警報の情報を得た経験があるかとの質問に対し以下の回答を得ている。 
住民への調査結果と回答に対する考察 

住民 60 名に対する 

インタビュー調査結果の抜粋 
回答に対する考察 

57名が現状で洪水予警報システムは無いとの

認識を持っており、54 名が避難警報をほとん

ど聞いたことが無いと回答している。 

ほとんどの住民が洪水予警報システム

が居住地域には無いものと認識してい

るため、洪水予警報システム導入時に住

民への広報活動が必要。 

一般に洪水情報は 6 割が、テレビやラジオ、

新聞といったマスメディアから得るものとし

ており、自治体などからの広報により得られ

ると判断している住民は、1割程度である。 

洪水情報が自治体など役所から得られ

るものと認識している住民は1割程度で

あり、洪水情報の伝達方法を明確にし、

住民への広報活動が必要。 

大きな洪水時に安全な地域へ避難するとの回

答を得たのが 4 割程度であり、その他は、危

険を感じるまで待つ、助けに来るまで待つ、

洪水がひくまで待つとの回答であった。 

多くの住民は、水害の可能性があって

も、家を空けることを避ける傾向にあ

る。そこで、洪水ハザードマップを作成

し、洪水の危険性を周知させることが必

要。 

洪水観測やハザードマップ、避難計画といっ

た洪水情報は、対象地域には無いものと全て

洪水ハザードマップや避難計画を策定

し、広報活動が必要。 
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の住民が認識している。 

回答者 32 名のうち 14 名が避難に１時間を必

要とすると回答しており、8 名が 2 時間必要

と回答している。3 時間の回答者数は零であ

り、6時間と回答した住民が 10 名を占める。

的確な避難計画を策定し、避難必要時間

を 6時間から 2時間、さらに 1時間程度

と短縮する必要がある。 

60 名のうち 57 名の住民は、水防・避難活動

に関するセミナーに参加したいとの意向を示

している。 

洪水被害軽減に対する認識は高く、洪水

危機管理計画を策定し、広報活動を行う

必要がある。 

モスクコミュニティに対する住民から信頼や

団結が強いため、避難活動時に活用する必要

があるとのコメントがあった。 

住民への警報伝達や避難計画策定時に

モスクコミュニティやNGOを活用する必

要がある。 

（３）社会経済状況 

社会経済状況の調査結果および調査結果に対する考察を下表に列記する。 
社会経済状況の調査結果および考察 

社会経済状況 考察 

インタビュー調査を実施した地域の人口

は、202,000 人であり、この地域の識字率は

68％である。1998 年に調査されたパキスタ

ン全国の都市部平均識字率が 65％であり、

ほぼ全国平均の値を示している。 

避難計画に対する広報活動を実施する場

合、識字率を配慮する必要がある。 

対象地域の道路幅は非常に狭く、車一台が

通行できる程度である。 

警報活動に車両を活用する場合、交通規制

等と併せて限定的に運用する必要がある。 

対象地域には、パキスタンの平均的な所得

層が居住しており、特に貧困層が集中して

はいない。2003 年に河川改修が行われ、河

道内に居住していた不法居住者（貧困層）

は立ち退いた。 

河道の流下能力を低下させる原因となる

河道内への不法居住を規制する洪水危機

管理計画の策定が必要である。 

調査対象地域には、キリスト教徒などの宗

教上の少数派が居住する。 

洪水警報の伝達や避難計画の広報活動を

行う場合、宗教上および民族上の少数派に

留意する必要がある。 

 

３．提言 

 上記ベースライン調査結果を基に、洪水予警報や避難活動に係わる現状の問題点や満足度、要

望などを政府関係機関や住民に対し再度調査し、本事業実施後の改善効果を把握する。また、上

記調査結果は、洪水危機管理計画や避難計画、広報活動の作成時に活用することができる。 
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関連組織図 

 

 

図－１ 連邦洪水委員会組織図 

図－２ パキスタン気象局組織図 

図－３ ラワルピンディ市役所組織図 

図－４ 上下水道局組織図 
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